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交付及び証明 

 

１．技能証明等の決裁手続 

（1）実地試験実施の管轄区分が地方航空局となっている技能証明の資格等（航空通信士の

資格を含む。） 

（ｱ）地方航空局は先任航空従事者試験官から提出された「実地試験成績報告書」により

合格と判定されたものについて、当該合格者の申請関係書類一式及び「実地試験成績

報告書」を本省に送付する。 

なお、実地試験の結果が不合格又は中止と判定されたものについては、地方航空局

から不合格の「実地試験成績報告書」及び「実地試験（中止・不合格）報告書（写し）」

を、実地試験申込関係書類とともに首席航空従事者試験官に送付する。また、中止に

係る申請者に対し、「実地試験中止通知書」（要領様式 9）を交付する。 

（ｲ）学科試験に合格した者であって、実地試験の免除を受ける者については、実地試験

の免除が受けられることを証明する書類及び航空経歴を有することを証明する書類

並びに住民票が提出されるのを待って、本省へ関係書類を送付する。  

（ｳ）学科試験及び実地試験の両方の免除を受ける者については、申請書を受理後、本省

に申請関係書類を送付する。 

（ｴ）本省は、地方航空局から送付された関係書類に基づき、技能証明等の交付の決裁を

行う。 

（ｵ）申請書提出の日から 2 年（規則第 48 条の各号に該当する場合は 5 年）以内に住民

票を提出しなかった者、航空経歴を有することを証明する書類を提出しなかった者及

び無線従事者免許証の写し（航空通信士の資格に限る。）を提出しなかった者につい

ては、地方航空局において当該申請書を無効なものとして処理する。  

（2）実地試験実施の管轄区分が本省となっている技能証明の資格等  

（ｱ）本省は、首席航空従事者試験官から提出された「実地試験成績報告書」により合

格と判定されたものについて当該合格者の申請関係書類一式及び「実地試験成績報告

書」を合わせ、交付の決裁をとる。また、実地試験が中止と判定されたものについて

は、本省から申請者に対して「実地試験中止通知書」（要領様式 9）を交付する。 

（ｲ）実地試験の免除（一部免除を含む。）を受ける者については、実地試験の免除を受け

られることを証明する書類（指定養成施設の修了証明書等）が提出されるのを待って

交付の決裁をとる。 

（ｳ）申請書提出の日から 2 年（規則第 48 条の各号に該当する場合は 5 年）以内に住民票

を提出しなかった者及び航空経歴を有することを証明する書類を提出しなかった者

については、本省において当該申請書を無効なものとして処理する。 

（ｴ）指定航空従事者養成施設のテストコースで実地試験を受けた者については、所定の

課程が修了していることを確認した後に交付の決裁をとる。  
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２．技能証明書等（証明関係を除く。）の作成及び交付 

（1）技能証明書等の交付の決裁後、技能証明等を本省において作成し、技能証明の申請者に対しては、

「技能証明書の交付通知書」及び登録免許税納付のための「国税収納整理資金・納付書」を、運航管

理者技能検定の申請者に対しては、「運航管理者技能検定合格証明書の交付通知書」を送付する。 

（2）技能証明書等は、申請書を受理した本省又は地方航空局を通じて交付する。 

（3）技能証明書は、登録免許税法第 9条別表第一中（14）の航空従事者技能証明の登録免許税が納付さ

れていることを証明する 3枚の納付書の 1枚目の領収証書が提出された後に交付する。 

 

３．技能証明の限定変更の交付 

 限定変更の決裁事務は本省で行い決裁後本省より申請者に技能証明の限定変更の証明書を送付する。 

 

４．航空英語能力証明、計器飛行証明及び操縦教育証明の交付 

航空英語能力証明、計器飛行証明及び操縦教育証明の決裁事務は本省で行い決裁後本省より申請者に

証明書を送付する。 

 

５．技能証明等の交付後の事務処理 

（1）本省又は地方航空局は、技能証明書等を手交（限定変更等の証明を含む。）したとき又は郵送したと

きは、技能証明交付簿にその手交又は送付年月日を記入し、手交の際は受領印又は署名をもらい、郵

送の場合は、その旨記録する。 

（2）本省は、電算機に入力する。 

（3）本省は、（2）の処理を完了したときは、決裁文書にＤＢ登記済を押印し、保存する。 

  





 

 

 

 

 

ⅩⅢ 再交付及び記載事項の変更 

 

 

 

 

 

 
 

 



88 再交付及び記載事項の変更 16 
 

 

再交付及び記載事項の変更 

 

提出書類はすべてＡ４サイズとする。（ただし、公的機関から発行されたもの

を除く。） 

 

１．技能証明等の再交付申請（規則第 71 条） 

  再交付は、亡失、遺失、盗難、破損、汚損について厳重に審査を行い、次のとおり 

 実施する。 

(1) 申請書の受理は、本省において行う。  

 (2) 再交付申請に必要な書類 

(ｱ) 再交付申請書（規則第 28号様式）---------------------------------１通 

(ｲ) 技能証明書（失った場合を除く。）----------------------------------１通 

(ｳ) 住民票（本籍の記載されたもの。）---------------------------------１通 

(ｴ) 写真（タテ３cm、ヨコ 2.4cm、裏面は氏名を記入）-------------------１葉 

(3) 再交付申請の審査に際しては、住民票により申請者の本籍、氏名等を確認する。 

(4) 再交付する技能証明書の番号は、失った技能証明書の番号と同じとする。交付

年月日は再交付であることを明示して再交付の年月日を記入する。 

 

 

使用印（朱色スタンプ） 

再交付（    ） 

技能証明年月日 

 

 

(5) 再交付を受けたのち、失った技能証明書を発見したときは、直ちに、

その失った方の技能証明書を返納すること（規則第 72 条）。 

 

 

２．技能証明等の記載事項の変更（旧技能証明書保有者のみに適用） 

  技能証明書等の記載事項の変更は氏名及び本籍地等の変更の場合のみに行うこと

とする。 
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 (1) 申請書の受理及び変更の処理は、本省及び地方航空局において行う。 

   （地方航空局において処理した場合は、申請書他を本省に送付する。） 

 (2) 記載事項変更申請に必要な書類 

  (ｱ)技能証明書等の記載事項変更届（要領様式 16）-----------------１通 

  (ｲ)住民票（本籍の記載されたもの。）------------------------------１通 

   氏名変更の確認ができない場合には、住民票の代わりに戸籍妙本とする。 

(3) 変更を行った場合は、技能証明等及び(2)(ｱ)に、記載事項変更を押印する 

 

 

使用印（朱色スタンプ） 

本 籍 地 変 更  

（ 年 月 日）確認（  ） 

 

氏 名 変 更 

（ 年 月 日）確認（  ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 













改訂
番号

決裁番号 決裁年月日 概要 備考

原文 空乗第248号 昭和51年4月26日

1 空乗第2458号 昭和54年12月25日
航空法及び同法施行規則の一部が改正されたこと
に伴う改訂

2 空乗第2006号 昭和57年2月22日 技能証明等申請手続きの簡素化 ４月１日から施行

3 空乗第2033号 昭和61年4月18日 技能証明等申請手続きの改訂に伴う改訂 ４月18日から施行

4 空乗第2126号他 平成5年11月1日 新通達を収録

5 空乗第2037号 平成10年4月1日
航空従事者技能証明等に関する事務処理要領
の改訂

４月１日から施行

6 空乗第2071号他 平成11年8月26日 通達一部改正等

7 空乗第2114号他 平成12年8月22日
航空法及び同法施行規則の一部が改正されたこと
に伴う改訂

8 国空乗第157号    平成15年8月4日 通達一部改正等

9
国空乗第382号
国空乗第458号

平成16年1月23日
平成16年3月31日

航空従事者技能証明等に関する事務処理要領
の改正
航空法関係手数料令改正等 ３月31日から施行

10 国空乗第334号 平成16年12月7日
航空従事者技能証明等に関する事務処理要領
の改正（平成17年度から定期学科試験を６回へ変
更等）

11 国空乗第406号 平成18年12月6日
航空法及び同法施行規則の一部が改正されたこと
に伴う改訂等

12 国空航第2715号 令和2年12月22日 押印等の廃止に伴う改訂

13 国空航第771号 令和3年7月6日
押印等廃止に係る省令改正により外国ライセンス
の提出を写しで可としたことに伴う改訂

14 国空航第3037号 令和4年3月29日 組織改編に伴う改訂等

15 国空安政第1146号 令和4年8月30日
一等航空整備士の受験機会増加、学科試験にお
けるやむを得ない場合の対応に伴う改訂

16 国空安政第2845号 令和5年2月28日 大阪航空局移転、写真サイズ変更に伴う改訂

17 国空航第206号 令和5年9月29日
航空法施行規則の一部が改正されたことに伴う改
訂等（学科試験CBT化）

９月30日から施行

18 国空安政第700号 令和6年9月25日
飛行機の事業用操縦士（多発）と計器飛行証明資
格を一連の訓練で取得する手法（Integrated
System）導入に伴う改訂

10月１日から施行

19 国空安政第480号 令和8年6月4日 動力滑空機の学科試験科目名の変更
令和８年６月30日か
ら適用

20 国空安政第742号 令和8年6月30日 学科試験の有効期限延長に伴う改訂
令和８年７月１日から
適用

注記：本改訂第20号に係る改訂内容につきましては各ページに併記してある改訂番号によって全文改訂か、本文一部改訂かが判明
するようになっています。
⑳と表記されているのは全文改訂あるいは全部新規で、20とありますのは本文一部改訂を意味しています。


